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In brief 

平成 29 年度税制改正に係る法律案（「所得税法等の一部を改正する等の法律案」、以下「改正法案」）が

2017 年 2 月 3 日に第 193 回国会に提出され、3 月末の可決に向けて審議が行われています。平成 29 年

度税制改正では、組織再編税制について、スピンオフ税制の創設、スクイーズアウト税制の整備の他、現行

の組織再編税制における適格要件の見直し等、平成 13 年の組織再編税制の導入以来の大幅な改正が行

われています。 

本ニュースレターでは、改正法案に基づいて組織再編税制の主な改正項目を解説致します。 

 

In detail 
1. スピンオフ税制の創設 

（１） 単独新設分割型分割と株式分配 

スピンオフは、法人が単独でその一事業を分割して法人を設立する場合（単独新設分割型分割）と、100％子

法人株式をすべて株主に現物分配する場合（株式分配）のいずれかにより行われます。改正法案では単独

新設分割型分割で一定の要件を満たすものを適格分割の定義に新たに加え、「株式分配」の新たな定義規

定を設けたうえで、そのうち一定の要件を満たすものを「適格株式分配」と定義し、株式の譲渡損益の取扱い

等について適格分割型分割（単独新設分割型分割）に準じた措置が講じられています。 

 

100％親子法人間で行われる株式の現物分配は「株式分配」の定義には含まれません。また、100％子法人

株式が親法人の株主の持分に応じて交付されない場合は、「適格株式分配」には該当しません。 

 

 
 

【出所：経済産業省「平成 29 年度 経済産業関係 税制改正について」を基に作成】 
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適格分割（新法法２十二の十一 ニ） 

その分割（一の法人のみが分割法人となる分割型分割

に限る。）に係る分割法人の当該分割前に行う事業を

当該分割により新たに設立する分割承継法人におい

て独立して行うための分割として政令で定めるもの 

 

株式分配（新法法２十二の十五の二） 

現物分配（剰余金の配当又は利益の配当に限る。）のうち、その現物

分配の直前において現物分配法人により発行済株式等の全部を保

有されていた法人（次号において「完全子法人」という。）の当該発行

済株式等の全部が移転するもの（その現物分配により当該発行済株

式等の移転を受ける者がその現物分配の直前において当該現物分

配法人との間に完全支配関係がある者のみである場合における当該

現物分配を除く。）をいう。 

 

適格株式分配（新法法２十二の十五の三） 

完全子法人の株式のみが移転する株式分配のうち、完全子法人と現

物分配法人とが独立して事業を行うための株式分配として政令で定め

るもの（当該株式が現物分配法人の発行済株式等の総数又は総額の

うちに占める当該現物分配法人の各株主等の有する当該現物分配法

人の株式の数（出資にあつては、金額）の割合に応じて交付されるも

のに限る。）をいう。 

 

(2) 株式分配の取扱い 

改正法案によれば、株式分配は受取配当等の益金不算入制度における剰余金の配当又は利益の配当から

除外されます（新法法 23①一）が、適格株式分配に該当しない株式分配により法人の株主等が交付を受け

た資産の価額の合計額のうち、その法人の資本金等の額のうちその交付の基因となった株式等に対応する

部分を超える部分の金額は、みなし配当の額とされます（新法法 24①三）。これは、分割型分割が行われた

場合と同様の扱いです。 

 

株式分配法人における取扱いは、適格株式分配による株式の移転をその適格株式分配の直前の帳簿価額

による譲渡として（新法法 62 の 5③）適格現物分配の場合と同様の扱いとされます。株式分配法人の株主に

おける取扱いは、完全子法人の株式のみが各株主等の持分に応じて交付されたとき（金銭等不交付株式分

配）の譲渡対価及び譲渡原価は、株主が保有する株式分配法人の簿価を基礎に算定される価額（完全子法

人株式対応帳簿価額）とされ（新法法 61 の２⑧）、譲渡損益の計上はありません。これは分割型分割により分

割承継法人の株式のみが各株主等の持分に応じて交付された（金銭等不交付分割型分割）場合（新法法

61 の２④）と同様の扱いです。 

 

2. スクイーズアウト税制の整備 

 

現行の組織再編税制では、子法人を完全子会社化する「スクイーズアウト」の手法として株式交換のみが対

象とされています。改正法案では、その他の手法（全部取得条項付種類株式の端数処理、株式併合の端数

処理及び株式売渡請求により対象法人が他の法人との間に完全支配関係を有することとなること）も加えて

「株式交換等」と定義し（新法法２十二の十六）、企業グループ内の株式交換と同様の適格要件に該当するも

の及び適格株式交換を適格株式交換等として（新法法２十二の十七）、以下の措置が講じられます。 

 

① 適格株式交換等に該当しない株式交換等に係るその対象法人を、非適格株式交換等に係る完全子法

人等の有する資産の時価評価制度の対象に加える（新法法 62 の 9）。 

②  適格株式交換等に該当する株式交換等に係るその対象法人を、連結納税の開始又は連結グループ

への加入に伴う資産の時価評価制度の対象から除外する（新法法 61 の１１、12）。 
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株式交換等 株式交換及びイからハまでに掲げる行為により対象法人（それぞれイからハまでに規定する法人をいう。）がそれぞれ

イ若しくはロに規定する最大株主等である法人又はハの一の株主等である法人との間に完全支配関係を有することとなることをい

う。 

 

イ 全部取得条項付種類株式（ある種類の株式について、これを発行した法人が株主総会その他これに類するものの決議（イにおい

て「取得決議」という。）によってその全部の取得をする旨の定めがある場合の当該種類の株式をいう。）に係る取得決議によりその取

得の対価として当該法人の最大株主等（当該法人以外の当該法人の株主等のうちその有する当該法人の株式の数が最も多い者を

いう。）以外の全ての株主等（当該法人及び当該最大株主等との間に完全支配関係がある者を除く。）に一に満たない端数の株式以

外の当該法人の株式が交付されないこととなる場合の当該取得決議 

 

ロ 株式の併合で、その併合をした法人の最大株主等（当該法人以外の当該法人の株主等のうちその有する当該法人の株式の数

が最も多い者をいう。）以外の全ての株主等（当該法人及び当該最大株主等との間に完全支配関係がある者を除く。）の有することと

なる当該法人の株式の数が一に満たない端数となるもの 

 

ハ 株式売渡請求（法人の一の株主等が当該法人の承認を得て当該法人の他の株主等（当該法人及び当該一の株主等との間に完

全支配関係がある者を除く。）の全てに対して法令（外国の法令を含む。ハにおいて同じ。）の規定に基づいて行う当該法人の株式

の全部を売り渡すことの請求をいう。）に係る当該承認により法令の規定に基づき当該法人の発行済株式等（当該一の株主等又は当

該一の株主等との間に完全支配関係がある者が有するものを除く。）の全部が当該一の株主等に取得されることとなる場合の当該承

認 

 

なお、現行の適格株式交換において株式以外の資産の交付は、剰余金の配当又は株式交換に反対する当

該株主に対するその買取請求に基づく対価として交付される場合に限られています。改正法案では、「株式

交換の直前において株式交換完全親法人が株式交換完全子法人の発行済株式（当該株式交換完全子法

人が有する自己の株式を除く。）の総数の三分の二以上に相当する数の株式を有する場合における当該株

式交換完全親法人以外の株主に交付される金銭その他の資産」、即ち 3 分の 1 未満の持分を有する株主

への金銭等の交付も認められることになり（新法法２十二の十七）、完全子会社化が進め易くなります。適格

合併における対価の要件も同様に見直されました（新法法２十二の八）。 

 

 

3. 適用関係 

 

上記のスピンオフ税制の創設の係る改正は、2017 年４月１日以後に行われる組織再編成について適用され、

スクイーズアウト税制の整備に係る改正は、2017 年 10 月１日以後に行われる組織再編成について適用され

ます（改正法附則 11）。 
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Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC 税理士法人  

〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
電話 : 03-5251-2400（代表）  

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 
www.pwc.com/jp/tax 
 

パートナー  

小野寺 美恵 

03-5251-2791 

mie.onodera@pwc.com 

パートナー  

山岸 哲也 

03-5251-2460 

tetsuya.t.yamagishi@pwc.com 

ディレクター 

荒井 優美子 

03－5251－2475 

yumiko.arai@pwc.com 

   

 
PwC 税理士法人は、PwC のメンバーファームです。公認会計士、税理士など約 590 人を有する日本最大級のタックスアドバイザーとして、法人・個人の申

告をはじめ、金融・不動産関連、移転価格、M&A、事業再編、国際税務、連結納税制度など幅広い分野において税務コンサルティングを提供しています。 

PwC は、社会における信頼を築き、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界 157 カ国に及ぶグローバルネットワーク

に 223,000 人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 

本書は概略的な内容を紹介する目的のみで作成していますので、プロフェッショナルによるコンサルティングの代替となるものではありません。 

© 2017 PwC 税理士法人 無断複写・転載を禁じます。 

PwC とはメンバーファームである PwC 税理士法人、または日本における PwC メンバーファームおよび（または）その指定子会社または PwC のネットワーク

を指しています。各メンバーファームおよび子会社は、別組織となっています。詳細は www.pwc.com/structure をご覧ください。 
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